Freedom Sunday　～人身売買について考え、祈る日曜日～

【１　世界の人身売買】

世界には現在、約3,000万人[*]もの「奴隷」がいると言われています。「現代の奴隷制」、人身売買の被害者です。21世紀の自由な世の中のはずなのに、麻薬や武器の取引同様、闇の市場が存在し、多くの生身の人間が取引され、借金や脅迫や暴力によってがんじがらめにされて、意思に反して劣悪な労働環境で働かされています。たとえばバンコクやアムステルダムの売春宿で、あるいはインドの石切場で、あるいは中国の機械工場で。
　欧米を含め、世界に人身売買が存在しない国はありません。日本ももちろん例外ではなく、性的人身売買（sexual trafficking＝強制的な商業的性搾取）、労働人身売買（labor trafficking＝強制労働）が行われています。性的人身売買も労働人身売買の一形態ですが、一般的には分けて語られます。なぜなら、労働人身売買が経済的利益を極端にまで求めた結果行われるのに対し、性的人身売買はそこにさらに顧客の性的欲望と、被害者の性的尊厳への侮辱という要素が加わるからです。（国連による「人身売買」の定義には「臓器売買（organ trafficking）」も含まれますが、それはここでは触れません。）

[＊註　D・バットストーン『Not For Sale（告発・現代の人身売買）』2010年より]


【２　日本の性的人身売買】
　日本で起きている性的人身売買は、主に２つです。ひとつは性産業や風俗などで働くために、主に東南アジアなど外国から騙されて連れてこられる女性たち。もうひとつは、児童を含む、そして多くの場合日本人女性も被害者となる、ポルノグラフィーの問題です。長年人身売買の温床と言われてきた「興行ビザ」が2005年に厳格化され、フィリピンなどからの女性の流入は減りましたが、今でも多くの途上国の女性たちが、レストランなどでの働き口があると騙されて連れてこられ、パスポートを取り上げられた上に架空の借金を負わされて、スナックバーなどの風俗店や売春宿で働かされています。最近では国際偽装結婚などの新たなルートで入国し、被害に遭うケースも増えています。

一方ポルノグラフィーが問題なのは、まずそもそも撮影現場において非常に深刻な人権侵害が起きているからです。ポルノは近年非常に暴力化・過激化しており、出演女性は「演技」ではなく本当に集団レイプされ、ほとんど殺されるぐらいの暴力を受けます。低年齢化も進み、かつ、ポルノ映像は誰でも撮影でき、簡単にネット上で流通させることが可能になったため、被害が広がる一方で、取り締まりが難しくなっているのです。日本は「児童ポルノ天国」と言われ、世界には日本製の児童ポルノが文字通りあふれています。日本の法律では児童ポルノの「製造」「流通」は禁止されていますが、「単純所持」が合法であるため、結局は野放し同然の状態です。

【３　日本の労働人身売買】

さて労働分野での人身売買として、近年国連やアメリカから厳しく指摘を受けているのが「外国人研修・技能実習制度」です。これは「国際貢献」という名目で海外から受け入れた移住者を、短期限定の単純労働者として搾取する、特に中小零細企業にとって都合の良い、低賃金労働者の供給源になっています。建前として外国人単純労働者の在留を認めない日本政府に対し、人手不足の深刻な経済界からの要請に応える形で始まった制度だと言う人もいます。最低賃金以下の賃金（時給３００円）、月２００時間の残業、パスポート没収、各種の罰金、行動制限、不当な費用控除などで、ほとんど給料も休みも無く、農場・牧場・工場・漁船などで過酷な労働を強いられる研修生・実習生は、奴隷同然です。問題があまり表面化しないのは、日本に来る前に母国で多額の保証金を払って来ている場合が多いので、強制帰国でもさせられたら大変だからです。現在日本に１５万人ほどいる研修生・実習生の問題は、日本における重大な人身売買問題のひとつです。

【４　日本人による海外での人身売買】

国内だけでなく、日本人が海外で関わっている人身売買もあります。ひとつは主に東南アジアでの日本人男性による買春行為、買春ツアーです。タイなどには、日本企業が進出していく先々で日本人向けの売春宿が建ち、その需要を満たしています。児童買春は違法行為ですが、貧しい国の子どもたちへのチャリティと考える男性もいます。それは、性産業で働く女性や子どもが、顧客にふりまくその笑顔の裏にどれほどの暴力と脅迫を受けているか、想像力が及ばないからです。売春が「合法」とされているオランダ・アムステルダムでさえ、そこで働く売春婦の７割が人身売買の被害者、要するに、意思に反して働かされている人だといいます。

そして多くの一般の日本人も、知らず知らずの間に人身売買に加担しています。それは消費者として日常的に購入する製品の多くが、その製造過程のどこかで児童労働・強制労働・搾取労働によって生産されている可能性が高いからです。有名なのは、チョコレートです。原料となるカカオの多くを産出する西アフリカでは、児童労働が平然と行われ、中には周辺の国から拉致誘拐によって連れて来られ、ただ働き同然、つまり文字通り奴隷労働させられているケースも多いのです。あるいは中央アジアの綿花農場。あるいは携帯などIT機器の原料となるアフリカのレアメタル産業。あるいは中国のIT工場。またブラジルでは奴隷労働によって作られた木炭が鉄鋼製造に使われ、それが世界大手企業の自動車や家電製品の原料になっています。つまり、私たちが日常的に購入・使用している製品が、全く奴隷労働と無関係ということはありえないと考えてもいいと思います。

【５　解決を導くために】

こうした人身売買の事態に対応するために、国連や世界の多くの国々が取り組みを行っており、実は今、反人身売買運動は世界の大きな潮流になりつつあります。アメリカのケーブルテレビCNNも大々的なキャンペーンで取り上げていますし、アメリカ国務省も予算をかけて人身売買撲滅対策を取っています。台湾、韓国、タイなどでも防止や被害者支援の取り組みを強化しています。ところが日本では、上記のような実態があるにもかかわらず、政府の取り組みが非常に遅れています。性の問題が表立って語られないこと、暴力団組織が関わっていること、外国人蔑視の風潮があるため人権重視の運動に発展しないこと、何よりも政府がこの問題を相対的に重視していないこと、などが原因のようです。日本ではまず、世界でそしてここ日本で人身売買の問題が起きていることすら知らない人が大勢います。多くの人が認識して初めて世論が動き、政治が動くことを考えれば、まずは「知らせる」ことが大きなポイントになります。

私たちNot For Sale Japanは、アメリカのNot For Sale Campaignの日本支部として、主にそうした啓発運動を展開しています。そしてFreedom Sundayは、特にキリストを信じる信仰を持つ人々に対して、この問題について知り、考え、祈り、捧げていく機会を提供しようというプログラムです。神の前にすべての人間が兄弟姉妹であること、どんなに小さな命も見捨てられてはならないことを信じる、教会に連なる皆さまお一人お一人が、すべての人を解放するために来られたキリストに倣い、ぜひともこの機会に、この問題について考えていただければ幸いです。
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